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出典：Daniellou, 2011

3

損失防止と
プロセス
安全工学

人間の活動

0

事
故
・
災
害
発
生
率

時間 （年）

技術

1960

年代

1980

年代

2000

年代

安全マネージ
メントシステム
の導入

人的・組織的要因
の

統合 （＊）

管理システム

安全文化技術的な
改善

安全マネージメ
ントシステム

ヒューマンウエアソフトウエアハードウエア

１．はじめに

3



「安全工学シンポジウム 2024」のOS

組織行動マネジメント（OBM注）の

事故などの予兆管理分野への展開とその高度化
注： OBM ：Organizational Behavior Management

健全な組織運営

経営陣には、別途 ガバナンスに関する仕組み、手法を設定
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提案する「ガバナンス」の中の安全マネジメント
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定着を目指す安全文化

組織文化と人的・組織的行動の視点からの安全活動

１．組織文化の視点
「リスク共生」社会 → 「絶対安全、リスクゼロ」は存在しない の考え

（日本学術会議内の「リスク受容」の時代の安全に関する
委員会の研究成果（2020年）の活用）

２．人的・組織的行動の視点
「サイエンス（領域：社会技術）」の視点の組織運営下での活動
→ 旧来の属人的色彩が濃い「経験重視」の安全活動から脱皮
→ 「新しい安全工学の体系」に則った研究成果の活用

（2005年に日本学術会議内で提案）
安全活動の高度化研究（予兆管理等）でリスクセンス研究会は活用

6



２．組織文化の視点からの活動
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日本学術会議「工学システムの安全目標」
(2020年度の報告書より)

基準A

基準B

•社会との合意に拠って決まる基準：
     工学システムが如何に社会に対して有効な 

機能を有していても最低限満足すべき目標

•関係者間の合意に拠って決まる基準：         

満足すれば無条件で許容できる更なる改善を
必要としない

リスクの許容が認められない領域

リスクが無視でき、
広く受け入れられる領域

「絶対安全、リスクゼロ」は存在しないリスク共生社会の中で
安全文化を構築し、定着

事業に活用している工学システムの安全目標の設定に
日本学術会議「工学システムの安全目標」の研究成果を活用

許容領域
ALARP領域

As Low As 
Reasonable Possible
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現在、研究（含む予定）されている分野

①プラント系 
 原子力プラント、化学プラント 等 

② インフラ系 
a. 土木・建築 
b. 電力・ガス・水道ネットワーク 
c. 鉄道・船舶・航空 

③ 自動車 
 オーナーカー、サービスカー（バス、タクシー、トラック等） 

④ ロボット 
 産業用ロボット、生活支援ロボット 等 

⑤ 情報システム 
 組込・制御システム、社会インフラ（通信、クラウド、電子政府、金融等）

注：2020年の日本学術会議 人間と
工学研究連絡委員会 安全工学専門委
員会報告書より転載
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提言 提言の内容
（日本学術会議 総合工学委員会  工学システムに関する安全・安心・リスク検討分科会の研究報告書から転載）

1 行政や事業者は社会安全の明確な目標を定めその達成を目指す仕組みを構築

2
学協会、事業者は、その業界・専門分野を超えて、経験した事故・災害の再発防止に加え

て、経験していない事象に対してもリスク概念を用いて安全の向上を目指す

3

行政、事業者は、最新の情報・検討に基づいた安全目標を市民に提示し、

市民はその安全目標に対して積極的に責任のある意見を発信し、それぞれの役割を果たす
ことにより、市民も納得できる社会安全の仕組みを構築

4
事業者や学協会は、工学システムの特徴に応じて安全目標を構築し、工学シス
テムの開発や運用に関わる行政はその運用を行う仕組みを構築

5
行政、学協会、事業者は、安全目標を社会の状況変化に応じて改定し、市民は社会状況
に応じて安全目標が変化することを理解する

工学システムの安全目標に関する研究成果の活用への提言
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工学システムの安全目標に関する研究成果の活用と運用の仕組み

安全目標の事業分野別研究
成果に関するデータ等を活用し
て当該事業の安全目標を策定

コーポレートガバナンスの状況報告を活用
企業組織のガバナンスの仕組み、運営状況

等の現行の報告の仕組み（東京証券取引所等
の指導などで報告）を活用

新しい安全工学の体系に則っ
て、安全活動を推進（次項で紹
介）

現在、記載の比率が極めて低い、安
全活動を含む、組織の健全な運営
状況（例、組織の状態のチェック結
果、社外役員報告）の報告を増加

工学システムが許容範囲の
リスク下で活用

工学システムを市民が納得する
安全・安心の仕組みで運用
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「統合報告書」、「サステナビリティレポート」で企業の工学システムを活用する活動が安全・安
心していただける状態を報告 ①工学システムの安全目標に関する研究成果を活用し、②新
しい安全工学の体系に則った安全活動を推進し、③ガバナンスが健全な状態であること

統合報告書
アニュアル
レポート

サステナビリティ
レポート

有価証券
報告書

概要
企業の中長期的な価値
創造を伝える報告書

過去1年の業績や財務状
況をまとめた報告書

ESG・社会的責任に関する
取り組みを伝える報告書

財務・法的情報
を纏めた報告書

内容
財務情報
＋非財務情報

財務情報が中心 非財務情報 財務情報

読者
投資家
幅広いステークホルダー

株主
投資家
金融機関

投資家
幅広いステークホルダー

投資家
証券取引所
金融庁

開示
義務

なし（義務では ないが
推奨）

なし（一部項目は義
務）

なし（一部項目は義務）
あり（上場企
業）
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３．人的・組織的要因の視点からの活動
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新しい「安全工学」の体系（注）

（注）：日本学術会議 人間と工学研究連絡委員会安全工学専門委員会 「安全・安心な社会構築へ安全工学の
果たすべき役割」 2005 での提唱

＊安全知:
安全を実現
するための
知識構造

１．理念的側面   

２. 組織的側面
３. 人間的側面
４. 技術的側面

５．各分野の安全

６．安全関連分野  
（保険など）

＊安全知
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「新しい安全工学」の体系化の現状

2005年の提案事項
（組織運営に関する事柄） 現 状

1
安全
工学の
枠組み

「人間」「技術」「組織」
の３つの領域から
体系化を提案

提案の内容に沿って「組織」を「社会」に拡大し、
安全工学便覧（第4版 2019年）を編纂

個別の研究から複数の領域に跨った研究が活発化
（例： 「人間・組織」の領域の分野、

ノンテクニカルスキルに関する研究 ）

2
社会
安全

社会全体の安全を
含めるべきと提案

個別の事業組織の安全活動を社会全体の中
の活動としての研究が活発化
（例：安全活動に「リスク受容」の考え方を導入）

3
安全
文化

組織文化の重要性を
指摘

安全文化が企業評価の指標の１つに定着
（例：保安力向上センターの安全文化診断）
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「人」「組織」「技術」の領域の安全知を7分野で体系化
＜リスクセンス（RS）研究会の研究テーマ＞

①人

③技術②組織

④人/組織 ⑤人/技術

⑥組織/技術

⑦人/組織
技術

安全知の体系化研究
いろいろな事業分野の組織
事故、不祥事等の事例解析
を通じ、「安全知」を顕在化
させ、それらから事業分野に
共通の安全知を抽出
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安全工学シンポジウムでの「安全工学の体系化」研究の発表

年 PD,OSでのタイトル 発表テーマ

1 2017
OS 「Think Safety 
First again２」

プロジェクト「Think Safety First again」
からの1提案      ～安全工学の体系化～

2 2018
PD 「安全教育と人材
育成について」

GSEFの視点からみた安全体感教育
（注：教育メニューに安全工学の体系化研究
の成果の活用例を紹介）

3 2024

OS 「組織行動マネジ
メント（OBM）の事
故などの予兆管理分野
への展開とその応用」

OBM手法の事故などの予兆管理分野への活用
研究に関する１提案
（注：予兆管理の手法に安全工学の体系化研
究の成果の活用例を紹介）
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7-3 組織内の事故などの原因究明手法（１）

手 法 特徴 留意すべき事柄

1
FTA

(Fault  Tree  
Analysis)

事故などの原因が多岐に亘っていると推察
される原因について、要素間の関係に追及
する手法

2
RCA

（Route Cause

Analysis)

事故などの原因と推察される事象の根本
原因まで遡って追及する手法

時間と人手を要するので
長期間に亘って、
他部門が関係している事
例に使用

3
VTA

(Variation
Tree  

 Analysis)

事故などの作業主体毎の時系列的行動の
流れを相互関係的に追跡し、事故の原因
と推察される事象の防止のために、排除す
べき事象や流れを追及する手法

時間と人手を要するので
長期間に亘って、
他部門が関係している事
例に使用

活用している研究成果の例
＜「安全知」の領域 ⑦ 「人」「組織」「技術」＞
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7-3 組織内の事故などの原因究明手法（２）

手 法 特徴 留意すべき事柄

4
なぜなぜ
分析

起こった事象について「なぜそうなったのか」を
追及する手法

5 M-SHEL

事故の当事者（L)を取り巻く、マネジメント（M)、
ソフト面（S)、ハード面（H)、環境面（E)、上司
/同僚(L)に焦点を当てて根本原因を追及する手
法

6

スイス
チーズ
モデル

事故は、「チーズ（防護壁）に穴が開いていた」
から起きたと想定して、チーズの穴（劣化した壁）
を顕在化させる手法

活用している研究成果の例
＜「安全知」の領域 ⑦ 「人」「組織」「技術」＞
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7-6 安全施策に関する組織診断法（１）
組織診断 具体的な組織運営の診断手法

1 保安力診断
安全を維持するために健全な「安全文化」と「安全基盤」の構築が必要と
提案し、この２つの状態を診断（NPO保安力向上センターが実施）

2
電中研式組織
の安全診断

電力事業の安全活動が健全であるには8つの組織運営上の活動が
重要とし（8軸モデルを提案）、８つの視点から組織の運営状態を診断
（電力中央研究所が実施）

3

SCAT
（Safety  

Culture 
Assessment

Tool）

SCAT法は、大原記念労働科学研究所が開発した「安全文化」を
可視化し、組織内のメンバーが安全に関してどのように考え、どのように
行動しているかを測定し、認識のズレや改善ポイントを明らかにすることを
目的としている。

注：利用のしやすさの視点に注力しており、保険業、コンサル業など他での当該の組織診断法の調査は、
調査の優先順位低い。例：STOP法（Dupont社）

活用している研究成果の例：
<「安全知」の領域 ⑦ 「人」「組織」「技術」>
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7-6 安全施策に関する組織診断法（２）
組織診断 具体的な組織運営の診断手法

４

リスクセンス
診断法

RS研は、ジェームズリーズンが提唱した 組織事故 解析モデル「スイス

チーズモデル」を「防護壁モデル」と改称し、 防護壁の穴の劣化に 早く気付
き、組織を健全に運営する手法を開発した。
ジェームズリーズンが「安全文化の4分野の構築を！」と提唱した組織運営の
具体的な手法の一つとして、最小限必要な11の防護壁があると提案し、
且つそれらの防護壁に許容される穴の大きさを提示し、５S、KY、ヒヤリハット
活動を一体の安全活動として提唱した。

活用している研究成果の例：
<「安全知」の領域 ⑦ 「人」「組織」「技術」>
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４．お願い
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１．日本学術会議「工学システムの安全目標」に関する
個々の分野の研究成果の活用にあたってのご指導のお願い

２．日本学術会議提案の「新しい安全工学の体系」研究に関し
①研究活動へのご指導
例：蒐集した知/智（インテリジェンス）の分類の方法

蒐集した知/智は、「点」→「線」→「面」で活用したい
現状は、「点」での活用が始まった段階

➁研究成果（蒐集した知/智）の活用
例：再発/未然防止施策 検討への活用

現状は、安全教育、HH/事故などの解析手法の高度化
などへの活用が始まった段階
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